




















 In this paper, the author attempts to examine the role of public policy in east Asian economic 
development. Many researchers continue to study this topic. A number of perspectives have been 
established including: the market-friendly view, the developmental-state view, and a market extension 
view. Although research with emphasis on the role of public policy is important, such research alone is 
insufficient. With this is mind, the author attempts to reveal the relationships between economic 
development and public policy using the case study of east Asia. The findings were that public policy is 
very important for the economic development from a geopolitical viewpoint.
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図表 1 - 1 　2012年の主な政治日程
1 月 1 日 デンマークが EU 議長国に就任（任期は 6 月30日まで）
14日 台湾総統選挙




22日 フランス大統領選挙（第 1 回投票）	 ［ 5 月 6 日 決選投票］




9 月 3 日 米国民主党全国大会
10月 7 日 ベネズエラ大統領選挙
10月中 中国第18回共産党大会


















図表 1 - 2 　日米中の実質GDP等
実質 GDP 成長率（年平均：％） 世界に占めるシェア（％）
2000～2008年 2009年 2010年 2011年予想 2012年予想 1990年 2010年 2030年
米国 1.9 －3.5 3.0 1.5 1.8 27.7 25.4 17.0
日本 1.2 －6.3 4.0 －0.5 2.3 14.6 8.9 5.8




























































3 - 1 　アジアの経済発展の軌跡と現状
　アジア経済は、グローバリゼーションの中に身を置き、経済発展を続けてきた。しかも、アジア
 3）	Aoki	M.,	Hyung-Ki	Kim,	and	Okuno-Fujiwara	M.	ed.	（1996）,	The Role of Government in East Asian Economic Development: Comparative 
Institutional Analysis,”	Oxford	University	Press,	New	York. 青木昌彦・金瀅基・奥野（藤原）正寛編、白鳥正喜監訳（1997）「東アジ
アにおける経済発展と政府の役割」日本経済新聞社等に詳しい。
 4）	World	Bank（1992）,	World Development Report 1991,	Oxford	University	Press,	Oxford. 世界銀行「世界開発報告（1991年版）」。
 5）	 Johnson,	C.（1982）,	MITI and the Japanese Miracle,	Standford	University	Press,	Stanford.
 6）	Amsden,	A.	H.	（1989）,	Asia’s Next Giant:South Korrea and Late Industrialization,	Oxford	University	Press,	New	York.
 7）	Wada,	R.	（1990）,	Governing the Market: Economic Theory and the Role of the Government in East Asian Industrialization,	Princeton	University	
Press,	Princeton.
 8）	World	Bank（1993）,	The East Asian Miracle: Economic Growth and Public Policy,	Oxford	UniversityPress,	New	York. 世界銀行著、白鳥
正喜監訳（1993）「東アジアの奇跡：経済成長と政府の役割」東洋経済新報社。








　こうした中で、アジア経済の現状についてみると、図表 3 - 1 のとおり、IMF 等によれば ASEAN
各国はいずれも成長持続が予想され、長期的には成長センターとして経済発展することが期待され
ている。特に図表 3 － 2 のとおり、1 人当たり名目 GDP でみた場合、日本の経済発展との比較では、
（注）アジア各国（除く日本）は、2010年の IMF ベース。日本の経済成長の足取り（折線グラフ）：2006年基準。
（資料）内閣府、IMF 等により作成。



































































































1 インドネシア 23,987 6.4 6.3 7.0
2 フィリピン 9,326 4.7 4.9 5.0
3 ベトナム 8,785 5.8 6.3 7.5
4 タイ 6,912 3.5 4.8 5.0
5 ミャンマー 4,796 5.5 5.5 5.7
6 マレーシア 2,840 5.2 5.1 5.0
7 カンボジア 1,414 6.7 6.5 7.7
8 ラオス 620 8.3 8.4 7.4
9 シンガポール 509 5.3 4.0 4.0
10 ブルネイ 40 2.8 2.2 3.3
（資料）IMF 等により作成。










3 - 2 　アジアを巡る米中を中心とする戦略動向
　アジアにとって昨今の欧米の経済情勢とともに、最近特に重要となっているのが、中国の政治経
済動向である。これは、アジアが、中国経済と急速に緊密化してきているためである。ASEAN 諸国










輸出額： 1兆946億ドル 輸入額： 1兆226億ドル
（資料）IMF 等により作成。
図表 3 - 3 　ASEAN輸出入額（2010年）

























。また、中国と ASEAN 主要 6 カ国は2010年 1 月、自由































4 - 1 　中国の事例












































































































































































等で 2 期目の馬政権はモノの貿易だけでなく、サービス、投資、紛争処理の 3 分野でも新たに協定















〈同＋ 8 議席〉等）で、国民党は立法院（国会）の過半数は確保したが、国民党が 8 議席減らしたほか、馬総統の得票率は前回に
比べ 7 ％ポイント弱下がったことや、台湾で中国との統一を望まない住民が 8 割を占めた。このミスマッチは台湾住民が中国と
の急接近は警戒し、対中政策は微妙なバランスが不可欠との民意であろう。
38）	台湾・国立政治大の世論調査では、「自分が台湾人と考える人」が1992年の18％から2011年には54％に増加し、「自分を中国人と
考える人」が、同26％から 4 ％に減少した。森保裕（2012）「台湾総統選	対中政策が分かれ目に」2012年 1 月16日確認。http://
wedge.ismedia.jp/articles/-/1667?page=2.参照。
39）	国民党系台湾紙「聯合報」の世論調査（2010年 8 月末実施）では、「永遠に現状維持」が最多の51%（10年前は32%）、「すぐに独
立」が16%（同12%）、「現状維持後、独立」が15%（同14%）、「現状維持後、統一」が 9 %（同20%）、「すぐに統一」が 5 %（同 9 %）
と、陳水扁政権発足後の10年で統一志向が半減しても独立意識は弱まる気配はない。産経新聞2010年 9 月23日参照。
40）	 2010年 6 月中国と ECFA を締結。2011年 1 月農水産品のほか、工作機械など工業品等一部製品で関税引下げが開始された。2012












































7 %成長を持続すれば、10年以内に 1 人当たり GDP は 4 万ドルとなり、韓国は世界 7 強国に浮上す
43）	渡辺利夫（2009）『アジア経済読本』東洋経済新報社に詳しい。












































































































































London	School	of	Economics	and	Political	Science における講演（アジアリサーチセンター・STICERD 共催）2012年 1 月10日、2012
年 5 月28日確認。http://hermes-ir.lib.hit-u.ac.jp/rs/bitstream/10086/16735/1/kojima080090200750.pdf.
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